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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第２四半期
累計期間

第63期
第２四半期
累計期間

第62期

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　７月１日
至平成28年
　６月30日

売上高 （千円） 2,663,804 2,372,224 5,287,295

経常利益 （千円） 98,970 84,970 153,254

四半期（当期）純利益 （千円） 88,912 69,394 64,408

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 849,500 849,500 849,500

発行済株式総数 （千株） 6,860 6,860 6,860

純資産額 （千円） 2,525,465 2,541,993 2,472,323

総資産額 （千円） 4,379,956 3,739,768 3,590,397

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 12.97 10.12 9.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 4.00

自己資本比率 （％） 57.7 68.0 68.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 265,938 △772,808 787,577

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △3,775 △187,725 △8,479

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 564,637 170,075 △37,972

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,688,680 812,547 1,603,005
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回次
第62期
第２四半期
会計期間

第63期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.73 4.83

（注） １.当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

　　　 ２.売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　 ３.持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　 ４.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

 

２【事業の内容】

 　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、当社は平成28年９月30日に株式会社古澤建設の発行済株式総数の80％を取得し、子会社と致しましたが、当

第２四半期会計期間末において重要性が乏しいため、連結子会社とはしておりません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）　業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、個人消費や企業収益の改善に足踏みが見られたものの、全体とし

ては、緩やかな回復傾向が続いております。

　一方、建設業界につきましては、民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は４か月連続のプラ

ス、新設住宅着工戸数も３か月ぶりに前年を大きく上回りました。一方、公共投資におきましては、請負金額が３

か月ぶりの大幅マイナスとなりました。従いまして、引き続き緩やかな回復基調にあるものの、弱含みの横ばい状

態から回復に向けての動きを探る展開となっております。

　このような経済状況下、当社は現場力の強化、経費削減及びリスク管理の強化を重点的に取り組み、競争力を高

める努力をしてまいりました。

　この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高2,372百万円（前年同四半期比10.9％減）、営業利益82百万

円（前年同四半期比16.9％減）、経常利益84百万円（前年同四半期比14.1％減）、四半期純利益69百万円（前年同

四半期比22.0％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①土木部門

　土木部門の受注工事高は、2,099百万円（前年同四半期比56.5％増）となり、完成工事高1,483百万円（前年同四

半期比13.4％増）、セグメント利益68百万円(前年同四半期はセグメント損失0百万円）となりました。

②建築部門

　建築部門の受注工事高は、876百万円（前年同四半期比34.2％減）となり、完成工事高872百万円（前年同四半期

比34.9％減）、セグメント利益4百万円（前年同四半期比95.6％減）となりました。

③不動産部門

　不動産部門の売上高は16百万円（前年同四半期比2.3％増）、セグメント利益10百万円（前年同四半期比3.6％

増）となりました。

 
（２）財政状態に関する説明
（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は2,728百万円となり、前事業年度末に比べ9百万円減少いたしまし

た。これは主に現金預金が790百万円減少したことによるものであります。固定資産は1,011百万円となり、前事業

年度末に比べ158百万円増加いたしました。これは主に有形固定資産が66百万円増加したことによるものでありま

す。

　この結果、総資産は3,739百万円となり、前事業年度末に比べ149百万円増加いたしました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は1,135百万円となり、前事業年度末に比べ71百万円増加いたしまし

た。これは主に短期借入金が200百万円増加したことによるものであります。固定負債は62百万円となり、前事業

年度末と比べ8百万円増加いたしました。これは主に繰延税金負債が10百万円増加したことによるものでありま

す。

　この結果、負債合計は1,197百万円となり、前事業年度末に比べ79百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は2,541百万円となり、前事業年度末に比べ69百万円増加いたしま

した。これは主に利益剰余金が41百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は68.0％（前事業年度末は68.9％）となりました。

 
（３）　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ790百

万円減少し、812百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は772百万円（前年同四半期は265百万円の獲得）となりました。これは、主として

売上債権の増加によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は187百万円（前年同四半期は3百万円の使用）となりました。これは、主として有

形固定資産の取得によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により獲得した資金は170百万円（前年同四半期は564百万円の獲得）となりました。これは、主として

短期借入れによるものです。
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（４）　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対応すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（５）　研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、５百万円であります。なお、当社の研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 

（６）　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し

　当第２四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,860,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 （注）

計 6,860,000 同左 － －

（注）単元株式数は1,000株であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成28年10月１

日～平成28年12月31

日

－ 6,860,000 － 849,500 － 625,900
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（６）【大株主の状況】

  平成28年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　有限会社東物産 　滋賀県栗東市上鈎480番地 880 12.84

　合同会社Ｍ＆Ｓ 　東京都中央区日本橋本町３丁目３―６ 364 5.30

　三東工業社従業員持株会  滋賀県栗東市上鈎480番地 327 4.77

　株式会社滋賀銀行 　滋賀県大津市浜町１番３８号 280 4.08

　中川　　徹 　滋賀県草津市 250 3.65

　東　　しづゑ 　滋賀県甲賀市 181 2.65

　大西　藤司 　滋賀県甲賀市 165 2.40

　太洋基礎工業株式会社 　名古屋市中川区柳森町107 160 2.33

　中川　瑞子 　滋賀県草津市 152 2.22

　佐藤　兼義 　静岡県湖西市 105 1.53

計 － 2,867 41.80

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

4,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

6,847,000
6,847 －

単元未満株式
普通株式

9,000
－ 　－

発行済株式総数 6,860,000 － －

総株主の議決権 － 6,847 －

 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合　（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽町

江田610番地
4,000 － 4,000 0.06

計 － 4,000 － 4,000 0.06

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ひかり監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,973,118 1,182,664

受取手形・完成工事未収入金等 501,673 ※1,275,317

販売用不動産 206,897 206,897

その他 64,566 74,379

貸倒引当金 △8,200 △10,500

流動資産合計 2,738,055 2,728,759

固定資産   

有形固定資産   

土地 383,998 383,998

その他（純額） 285,122 351,240

有形固定資産合計 669,120 735,238

無形固定資産   

その他 30,891 29,101

無形固定資産合計 30,891 29,101

投資その他の資産   

投資有価証券 134,940 172,905

その他 65,018 121,392

貸倒引当金 △47,628 △47,628

投資その他の資産合計 152,330 246,669

固定資産合計 852,342 1,011,009

資産合計 3,590,397 3,739,768

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 695,771 731,660

短期借入金 － 200,000

未払法人税等 9,530 17,283

未成工事受入金 169,553 130,004

完成工事補償引当金 36,400 35,900

その他 152,839 20,618

流動負債合計 1,064,095 1,135,467

固定負債   

繰延税金負債 7,182 17,449

その他 46,796 44,858

固定負債合計 53,978 62,307

負債合計 1,118,073 1,197,774
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 625,900 625,900

利益剰余金 982,690 1,024,662

自己株式 △502 △502

株主資本合計 2,457,587 2,499,559

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14,735 42,434

評価・換算差額等合計 14,735 42,434

純資産合計 2,472,323 2,541,993

負債純資産合計 3,590,397 3,739,768
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高   

完成工事高 2,648,122 2,356,181

不動産事業等売上高 15,682 16,043

売上高合計 2,663,804 2,372,224

売上原価   

完成工事原価 2,419,164 2,131,515

不動産事業等売上原価 5,650 5,650

売上原価合計 2,424,815 2,137,165

売上総利益   

完成工事総利益 228,957 224,666

不動産事業等総利益 10,031 10,392

売上総利益合計 238,989 235,059

販売費及び一般管理費 ※139,657 ※152,552

営業利益 99,331 82,506

営業外収益   

受取利息 79 898

受取配当金 620 983

雑収入 941 1,712

営業外収益合計 1,642 3,595

営業外費用   

支払利息 1,369 509

支払保証料 634 621

営業外費用合計 2,004 1,130

経常利益 98,970 84,970

特別利益   

固定資産売却益 1,600 －

特別利益合計 1,600 －

特別損失   

固定資産除却損 1,275 －

固定資産売却損 － 1,215

特別損失合計 1,275 1,215

税引前四半期純利益 99,295 83,755

法人税等 10,382 14,360

四半期純利益 88,912 69,394
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 99,295 83,755

減価償却費 26,602 22,795

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,600 2,300

受取利息及び受取配当金 △700 △1,882

支払利息 1,369 509

売上債権の増減額（△は増加） 139,624 △722,250

仕入債務の増減額（△は減少） 39,738 35,889

未成工事受入金の増減額（△は減少） 41,063 △39,549

その他 △65,050 △149,216

小計 285,543 △767,648

利息及び配当金の受取額 775 1,957

利息の支払額 △1,539 △509

法人税等の支払額 △18,840 △6,607

営業活動によるキャッシュ・フロー 265,938 △772,808

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △370,113 △370,117

定期預金の払戻による収入 370,109 370,113

有形固定資産の取得による支出 △3,500 △91,399

有形固定資産の売却による収入 1,600 3,796

無形固定資産の取得による支出 △4,100 －

関係会社株式の取得による支出 － △52,500

関係会社貸付けによる支出 － △50,000

貸付金の回収による収入 2,726 2,382

その他 △498 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,775 △187,725

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 600,000 200,000

配当金の支払額 △34,136 △27,330

リース債務の返済による支出 △1,225 △2,593

財務活動によるキャッシュ・フロー 564,637 170,075

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 826,800 △790,458

現金及び現金同等物の期首残高 861,879 1,603,005

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1,688,680 ※812,547
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算方法）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※ 受取手形四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末

日残高に含まれております。

 

 
前事業年度

（平成28年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 301千円

   
 
 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
　　至 平成27年12月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
　　至 平成28年12月31日）

役員報酬 23,686千円 22,568千円

給料手当 44,586 51,250

法定福利費 7,072 9,412

修繕維持費 431 345

通信交通費 10,570 5,493

広告宣伝費 807 1,362

地代家賃 4,522 4,375

減価償却費 5,495 5,183

租税公課 3,254 3,505

雑費 21,355 23,305

貸倒引当金繰入額 3,600 2,300

 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

現金及び預金勘定 2,037,246千円 1,182,664千円

有価証券勘定 21,547 －

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △370,113 △370,117

現金及び現金同等物 1,688,680 812,547
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日

定時株主総会
普通株式 34,278 5 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,423 4 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

 

 

（金融商品関係）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年７月１日　　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算書

計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,308,774 1,339,348 15,682 2,663,804 2,663,804

セグメント間の内部

売上高又は振替額
－ － － － －

計 1,308,774 1,339,348 15,682 2,663,804 2,663,804

セグメント利益又は

損失（△）
△869 90,169 10,031 99,331 99,331

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年７月１日　　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算書

計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,483,657 872,524 16,043 2,372,224 2,372,224

セグメント間の内部

売上高又は振替額
－ － － － －

計 1,483,657 872,524 16,043 2,372,224 2,372,224

セグメント利益 68,110 4,003 10,392 82,506 82,506

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項）

　セグメントの利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 12円97銭 10円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 88,912 69,394

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 88,912 69,394

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,855 6,855

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

 

ひかり監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土江田　雅史　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　玲司　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工

業社の平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第63期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　 ２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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